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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、大阪市の近年の都市開発において、いわゆる「外来型開発」とされる事業がことごと
く所期の目的を果たせていないという状況認識から出発し、それに代替しうる「内発的発展」型
開発の可能性を論じ、その理論的・実証的解明を課題としている。 
 内発的発展論についてはこれまで多くの研究があり、本論文は序章でそれらの整理と到達点の
確認を丁寧に行っている。そこでは、内発的発展論が当初の産業振興重視から歴史・文化・コミ
ュニティに着目し、さらには維持可能性に配慮するものへと進化してきたこと、その研究対象も
農山村、中小都市、大都市へと広がってきたこと、しかし、いまだ大都市を事例とした研究は不
十分であることが示される。それゆえに大都市大阪において内発的発展の萌芽が認められつつも、
なお外来型開発とせめぎ合って併存している現状の分析は、内発的発展論と大阪の将来展望にと
ってきわめて重要であると主張する。本論文は、この大阪の現在を研究対象に見据えた意欲的な
研究である。 
 課題を追求するため本論文は、以下のように議論を進める。まず、これまでの大阪市の都市開
発の歴史と現状（第１章）が考察され、内発的発展の都市開発への指向は、戦前すでに見られた
こと、しかし、それは挫折におわり、また、戦後には受け継がれず、いつしか万国博で味をしめ
たイベント主導の外来型開発一辺倒となってしまったことが確認される。第 2 章は、そのよう
な外来型開発の二つの事例（阿倍野再開発と第三セクター方式の臨海部開発）が取り上げられ、
どのような要因で「失敗」に終わったのかという教訓が明らかにされる。第 3 章は、内発的発
展タイプの都市開発の二つの事例（生野区南部地区整備事業と創造都市政策に基づくいくつかの
事業展開）をとりあげて詳細に検討し、外来型開発が「思わぬ失敗」に陥ってしまったのとは反
対に、内発的発展タイプの都市開発が「思わぬ成功」をもたらしていることを示す。ただし、創
造都市政策の中には旧来の外来型開発に類似した事業が含まれており、全体を内発的発展タイプ
とみなすことはできないとも指摘されている。第 4 章は、前章までの両タイプの事例を踏まえ
て 10 の視点からの比較検討がなされ、大都市における内発的発展タイプの開発がもはや現実に
おいて無視できず、一部その方向へ政策転換が行われていると論じる。ただしその政策転換に際
しては 6 つの原則が重要であり、大阪市には内発的発展の基盤は存在しているのだから、原則
を踏まえれば飛躍していく可能性があると結論する。終章は、これまでの議論を要約し、大阪市
における内発的発展には可能性があると認めるものの、現在は旧来の「外来型開発」も併存して
おり、今後はそこから脱却して内発的発展をめざす都市政策へと転換を図る必要があると主張し、
今後の課題を展望している。 
 以上のように本論文は、問題意識ならびに課題意識が明瞭であり、都市開発を切り口として内
発的発展の可能性を探究しようとする姿勢が一貫している。数多い内発的発展論の諸研究の到達
点と課題がきちんと整理されている上で、必ずしも十分ではなかった大都市の内発的発展論に果
敢に挑戦して説得的な結論をえており、この分野の今後の展開にとっても貴重な貢献になってい
る。さらに、事例として取り上げられた阿倍野再開発事業と生野区南部地区整備事業の研究は、
それ自体が質の高いオリジナルな研究として高く評価できる。ただ、取り上げられた事例は、開
発の進め方や主体のあり方等については「外来型」「内発的」と区分可能であるものの、その事
業目的の上では必ずしも対称的ではないという憾みは残った。しかし、それは本論文の問題とい
うよりも、なお全面的に内発的発展タイプの開発が進められているわけではないという現実の限
界によるところが大きく、本論文自体の価値を損なうものではない。審査委員会は全員一致して
本論文が果たした貢献を高く評価し、博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。 
 
